
国連海洋法条約および「改正
再エネ海域利用法」を中心に
＊改正法は「海洋再生可能エネルギー発電設
備に関する法律」に改称されますが、メディア
などで最もよく用いられる表現「改正再エネ海

域利用法」を用いております。
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Ｉ．はじめに

１．第１回（２０２５年１０月２８日）の論題から第２回の論題へ

序論（国際法の成立・改正再エネ海域利用法の採択）

改正再エネ海域利用法の骨子

国際法上の海域制度・EEZ制度

 「国家政策の策定・実現」と「国際法上の権利の実現および義務の
履行」との連動

海洋空間計画 第２回の検討

２．第２回の論題の紹介

II．国際権利義務の実施を伴う海洋政策の策定：海洋空間計画

MDAー「海洋状況表示システム（海しる）」ー海洋空間計画の機能

III 海洋構築物と安全水域

洋上風力発電と航行の安全との調整について具体的な検討



Ｉ．はじめに（第１回論題の確認）
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序論： 国際法―条約と慣習国際法法ー国連海洋法条約
（１）国際法の形・成立（法源legal sources)
①相互に対等で独立の主権国家が併（並）存する国際社会
②（原則）国際法は主権国家の合意により成立
明示の合意＝条約ー条約当事国「だけ」を拘束
黙示の合意＝慣習（国際）法ー原則として、国際社会のすべての国を拘束

（２）国際法の一つの分野としての海洋法the laws of the sea
（３）海洋法the law of the seaの全体像
①条約：１９５８年４つの海洋法関連条約・１９８２年国連海洋法条約（UNCLOS)
③慣習法化した規則ー①、②のいくつかの条文（規則）は、慣習法として成立→（原則）すべて
の国を拘束

海洋法は、条約（とくにUNCLOS)と慣習法により成る
日本が洋上風力発電を実施するに際しては、UNCLOSと慣習法上の権利を行使し、義務を履
行することが必要
＊「義務」だけじゃないの！E. g. 相当の考慮due regardについて後で。 第２回でもあらた
めて。



Ｉ．はじめに（第１回論題の確認）
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序論： 国際法―条約と慣習国際法法ー国連海洋法条約（つづき）

（４）国際法上の権利義務の国内実施

①国際法と国内法の関係

国際法を国内法で受けて（国内法に形を変えて）、国際法上の権利・義務の国内実施

e. g. UNCLOSの領海制度、EEZ及び大陸棚制度→e. g. （日本）領海法、EEZ大陸棚法

②EEZでの洋上風力発電に係る国内法

UNCLOSの権利義務の国内実施のために、上記のEEZ大陸棚法に加えて、洋上風力
発電については改正再エネ海域利用法

（第２回）海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関する法律

改正再エネ海域利用法による「国家政策の策定・実現」と「国際法上の権利の実現およ
び義務の履行」との連動

国際権利義務の実施を伴う海洋政策の策定

MDAー「海洋状況表示システム（海しる）」ー海洋空間計画の機能（第２回の論題）



II．海洋政策の策定：海洋空間計画
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１．https://www1.kaiho.mlit.go.jp/JODC/ryokai/zyoho/msk_idx.html）

https://www1.kaiho.mlit.go.jp/JODC/ryokai/zyoho/msk_idx.html
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２．改正再エネ海域利用法に基づくEEZでの洋上風力発電実施海域の決定

（１）決定手続き（第１回で確認）

①経済産業大臣は、自然的条件等が適当である区域について、公告縦覧や関係行政 
機関との協議を行い、募集区域として指定することができる。

②募集区域に海洋再生可能エネルギー発電設備を設置しようとする者は、設置区域の 
案や事業計画の案を提出し、経済産業大臣及び国土交通大臣による仮の地位の付与 
を受けることができる。

③経済産業大臣及び国土交通大臣は、仮の地位の付与を受けた事業者、利害関係者 
等を構成員とし、発電事業の実施に必要な協議を行う協議会を組織するものとする。

④経済産業大臣及び国土交通大臣は、協議会において協議が調った事項と整合的で 
あること等の許可基準に適合している場合に限り、設置を許可することができる。
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２．改正再エネ海域利用法に基づくEEZでの洋上風力発電実施海域の決定
（つづき）

（２）【国際法】UNCLOSのEEZ制度に基づく【国内法】改正再エネ海域利用
法の実施
①EEZ＝距岸２００カイリ＝広大な海域における「募集海域」の決定を要する
②外国による海洋利用も含む多様な海洋利用
＝多様な利益の調整と、選択・優先順位の決定を要する

（３）不可欠な海洋空間計画
MDAー「海洋状況表示システム（海しる）」による海洋利用の「可視化」

「海洋空間計画」における選択・優先順位の決定

「国家＝オールジャパン」による海洋空間計画の策定
それは、国際法上の権利の実現と義務の履行をはかることでもある
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３．多様な海洋利用・多様な利害関係を「知る」
（１）MDAによる情報収集と「海しる（海洋状況表示システム）」による海
洋利用の「可視化」
Maritime Domain Awareness (MDA)
【海上保安庁による説明】
海しる / MSIL

「海しる（海洋状況表示システム）」は、さまざまな海洋情報を集約し、地
図上で重ね合わせて表示できる情報サービスです。
掲載情報は地形・地質、海象、気象、安全、防災、水産、海域利用・保
全といった幅広い分野から200種類以上！
船舶の運航管理や漁業、防災、海洋レジャー、海洋開発など多くの分
野で利用可能です。

海洋利用を（いわば、EEZの図面上に）「可視化」して、相互に調整

https://www.msil.go.jp/msil/htm/topwindow.html
https://www.msil.go.jp/msil/htm/topwindow.html
https://www.msil.go.jp/msil/htm/topwindow.html
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３．多様な海洋利用・多様な利害関係を「知る」（つづき）
（２）海洋利用・利害関係の「調整」

２０２５年３月１１日総合海洋政策本部（＝改正再エネ海域利用法案の提案
主体）が主催する「海洋データ利活用を通じた地域活性化シンポジウム」

①シンポジウムの趣旨説明として、第４期海洋基本計画における海洋空間
計画に係る記載箇所を紹介・確認
（MDA ）海洋状況表示システム（“海しる”）の機能や効用の説明

②『持続可能な海の利用にむけた海洋空間計画と“海しる”の意義』と題する
基調講演

海洋利用を「可視化」して、相互に調整
？外国による利用はどれほど意識されているか？
？「調整」でよいのか？



II．海洋政策の策定：海洋空間計画
14

３．多様な海洋利用・多様な利害関係を「知る」
（２）海洋利用・利害関係の「調整」（つづき）
【広辞苑】：「調整」とは？
a.ある状態や目的に合わせて整えること:

例えば、機械の調子を整えたり、スケジュールを調整したりする
場合など。
b.釣り合いの取れた状態にすること:

例えば、予算の調整や人員配置の調整など、全体的なバランス
を考慮して整える場合。
c.関係者間の折り合いをつけること:

例えば、交渉や会議などで、それぞれの意見を調整し、合意形
成を図る場合。＝海洋利用相間の調整
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３．多様な海洋利用・多様な利害関係を「知る」（つづき）

（３）「調整」から選択・優先順位の「決定」＝「海洋空間計画」へ

「国家意思決定としての海洋政策の統合的な判断が不可欠」

・EEZでは、外国による利用も含めて、航行・漁業・資源開発・軍事演習・レ
ジャーなど、海洋利用はますます多様化し、利害関係も多様化・複雑化

・外国との海洋利用の利益調整及び、国民と国家の利益の最大化

・多様な海洋利用の相互の利害関係の「総合的な」調整を超えて、海洋利用の最
適化とそれによる国益の最大化のために、選択や優先順位の決定

＝「国家意思」による「統合的な決定」が不可欠。

「海洋空間計画」

２００７年海洋基本法制定の趣旨：

「オールジャパン」で海洋政策の策定・実現

総合海洋政策本部の設立
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４．海洋空間計画
（１）海洋空間計画とは
「多様化・高密度化した海洋の利用形態を踏まえて、海岸・
沿岸域、さらには、排他的経済水域や大陸棚を含む広大な
海洋空間の、総合的管理を提唱する。そして、海洋空間計画
とは、広大な海域を包括的に捉えて、海域における人間活動
の空間的・時間的な配分を行い、海洋の利用と保全を戦略
的に計画していくこと」
「海洋・沿岸域の総合的権利の実現に向けたアピール～第4 
期海洋基本計画への政策提言～」日本海洋政策学会・日本
沿岸域学会合同アピール委員会（2021 年12 月）、
https://oceanpolicy.jp/jsop/index.html, 6-8頁
＝MARINE SPATIAL PLANNING「海洋空間計画」

https://oceanpolicy.jp/jsop/index.html
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４．海洋空間計画（つづき）

（２）海洋基本計画(第4期）における海洋空間計画

①データの共有・利活用の促進 

…また、海洋データの共有を通じて、我が国独自の海洋空間計画の手法を確立する。そ
の 際、これまでに日本各地で行われてきている再エネ海域利用法等の定める促進区域
等での 取組等を海洋空間計画の一形態として適切に位置付ける。（３０頁）

②排他的経済水域等の有効な利用等の推進のための基盤・環境整備

排他的経済水域等における主権的権利の更なる行使のための法整備については、ま 
ず、個別具体的な課題に対応して進めることとし、…また、諸外国におい ても導入事例
のある海洋空間計画については、その実態の把握に努めるとともに、我が 国の海洋空

間計画として既に取り組まれている管轄海域における法令の適用による規制や利用の
実態の整理について、海洋状況表示システム「海しる」における共有・可視 化を進める。
その上で、排他的経済水域等における他の個別課題への展開や、複合的な 海域利用
への適用を検討する。（内閣府、外務省、農林水産省、国土交通省） （５０頁）

（参考）EU Directiveによる欧州諸国・韓国・中国・台湾
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４．海洋空間計画（つづき）
（３）改正再エネ海域利用法への附帯決議 第217回国会閣法第46号

第217回国会閣法第46号 附帯決議

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する
法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議

政府は、本法の施行に当たっては、次の事項に留意し、その運用等について
遺漏なきを期すべきである。

一 国際基準にのっとった生物多様性の保全を重視し、利害関係者の意見を
反映させるため、海外で導入事例のある海洋空間計画の実態を把握し、関係
府省庁や環境専門家等との連携の下、我が国の実情を踏まえつつ、我が国独
自の海洋空間計画の手法を早急に確立すること。

＊第213回国会閣法第53号 附帯決議 第一項も同文

https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/naikakuB8B768E225A1799749258C9A002BDFA0.htm
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/naikakuB8B768E225A1799749258C9A002BDFA0.htm
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/naikakuB8B768E225A1799749258C9A002BDFA0.htm
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/naikakuB8B768E225A1799749258C9A002BDFA0.htm
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/naikakuB8B768E225A1799749258C9A002BDFA0.htm
https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/naikakuB8B768E225A1799749258C9A002BDFA0.htm
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５．国際法上の権利義務の実現：その基盤としての海洋空間計画
（１）国際法上の権利の行使
EEZでの洋上風力発電（エネルギー生産）は、沿岸国（主権国家）の権利
洋上風力発電による権利の行使＝国益の最大化

（２）国際法上の義務の履行
EEZでは、沿岸国（日本）のみならず、外国による海洋利用が同時進行
外国の海洋利用への妥当な考慮。他国は日本の海洋利用への妥当な考慮

日本が、「EEZを洋上風力発電によりどのように利用したいか」を決定することが前提

その上で、日本による利用と外国による利用との調整をはかるのが、「妥当な考慮を払う
義務」の本旨。単に、外国の海洋利用を忖度することではない
EEZの「どこで」「どのように」洋上風力発電を実施するかの決定

＝海洋空間計画の策定は、国際法上の権利の行使のためにも、義務の履行のためにも、
不可欠

国家の権利義務の実現と日本の国家政策の策定・実現との不即不離の連動
改正再エネ海域利用法のもとで、この不即不離の連動を担保できるか？



II．海洋政策の策定：海洋空間計画
20

６．改正再エネ海域利用法における海洋空間計画
（１）海洋空間計画の機能
①EEZにおける洋上風力発電の「募集海域」の選定
②協議による多様な海洋利用・利害関係の調整

（２）海洋空間計画の策定および実施
①策定主体＝「国」
改正再エネ海域利用法では、ほとんどの手続きや制度は、経済産業省・国
土交通省・環境省が実施
c. f. 領海での洋上風力発電に係る手続きでは地方公共団体の機能重視
オールジャパンといえる？省庁割り？

ＭＤＡにより反映される国の防衛に係る情報（秘とされうる）もある。そうした
情報も把握できる主体が、すなわち、国が、万全で十分な情報をふまえて、
海洋空間計画を策定すべき
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６．改正再エネ海域利用法における海洋空間計画

（２）海洋空間計画の策定および実施（つづき）

②「募集海域」の選定における調査や多様な海洋利用・利害
関係の調査

e. g. 多様な海洋利用の「実態」調査

e. g. 海流・海底地形・風向・風量等の洋上風力発電にかか
わりうる自然要因の海洋調査

セントラル方式はうまくいっているか？

e. g. 外国の利用（外国船舶によるＥＥＺの航行利用等）の調
査

⇒「国」の介入・関与が不可欠
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６．改正再エネ海域利用法における海洋空間計画

（２）海洋空間計画の策定および実施（つづき）

③利益調査：【e. g. １．漁業】

e. g. 多様な海洋利用の「実態」調査・漁業の実態

領海の狭い海域と異なり、EEZ（沿岸から２００カイリ以内）
の広い海域での、「実際の」「具体的な」漁業の実態把握が
不可欠

海域における漁業資源の賦存、実際の洋上風力発電技術
や機器による漁業資源や漁獲活動等への影響の評価



II．海洋政策の策定：海洋空間計画
23

６．改正再エネ海域利用法における海洋空間計画

（２）海洋空間計画の策定および実施（つづき）

③利益調査：【e. g. ２．外国による海洋利用への妥当な考慮（UNCLOS上の義務)】

e. g. 外国船舶の航行ー重要航路を妨げない、代替航路の確保

洋上風力発電施設の周囲に「安全水域」の設置（後述）

Dual purposes：一方で、船舶の安全を確保、他方で、発電施設の安全も確保

安全水域が「不必要に広すぎれば」、外国による航行を妨げる可能性があり、妥当な考
慮を払う義務の違反を問われうる

安全水域に、不審な外国船が侵入する事案もありうる.

どう防ぐか、どう、処理（対処）するか

e. g.送電海底ケーブルの敷設をめぐって

送電海底ケーブルの安全確保。海底ケーブルの損壊は、世界的に繰り返されている

東シナ海でも台湾の海底ケーブルが、中国漁船によりたびたび切断されている
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６．改正再エネ海域利用法における海洋空間計画

（２）海洋空間計画の策定および実施

③利益調査：【e. g. ２．外国による海洋利用への妥当な考慮（UNCLOS上の義務)】（つ
づき）

e. g. 衝突などの損害ー国際法上の責任、国内法上の責任がありうる

船舶相互の衝突ーたとえば、外国船舶と洋上風力発電の操業に係る船舶との衝突

洋上風力発電施設の不具合等により、外国船舶に損害を与える可能性

e. g. 東シナ海の近隣諸国との関係：EEZ境界画定がない

UNCLOS上の特有の義務（７４条３項）に従った対応。自国の主張を維持しながら、「外

国の利用」が、ＵＮＣＬＯＳ上で、適法な利用である限り、それについて「妥当な考慮」を
払う義務（今後の課題）

一方で、これらの「国際」事象へ対処には、国の関与が必要

他方で、私企業・私人(all stakeholders)の参画input III. 海洋構築物と安全水域
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１．【国際法】EEZにおける洋上風力発電と航行の自由（第１回研究会の確認）

（１）EEZ沿岸国の権利・義務：NCLOS５６条
①権利
（ａ）天然資源の探査、開発、保存及び管理
海水、海流及び風からのエネルギーの生産等：洋上風力発電＝エネルギー生産
（ｂ）(i) 人工島、施設及び構築物の設置及び利用＝浮体式洋上風力発電施設の設置
・（施設の周囲に）安全水域の設定
・海底ケーブル（送電ケーブル）の敷設・運用・除去の権利について法的根拠は？海底
ケーブル・敷設の自由、それとも、洋上風力発電（沿岸国の権利）に付随する権利？
②義務
他の国（外国）の権利及び義務に妥当な考慮due regardを払う

（２）外国の自由・権利と義務
①UNCLOSの規則等に従う限り、公海の利用の自由がEEZにも適用される
航行、上空飛行、海底ケーブル・パイプライン敷設、人工島や施設の建設、漁獲、海洋
科学調査
②義務
沿岸国（日本）のEEZ利用に妥当な考慮(due regard)を払う義務
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２．妥当な考慮を払う義務の履行

～洋上風力発電と航行の自由との調整～

（１）洋上風力発電施設が航行の安全に及ぼしうる危険

e. g. 1.施設の存在自体ー航行の妨げ

e. g. 2. 航行可能海域の減少ー海上交通の混雑・衝突
の可能性の増加

e. g. 3.風車(wind turbines)による船舶や船舶の設備
（レーダー、周波機器など）への障害
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２．妥当な考慮を払う義務の履行

～洋上風力発電と航行の自由との調整～（つづき）

（２）航行危険評価(navigational risk assessment=NRA)
システム

①「事前」の実施が不可欠

環境影響評価と同様に、改正再エネ海域利用法における「募集
海域」の選定and/or洋上風力発電実施「許可」に先行することが
求められる

欧州（イギリス、ドイツ、デンマーク、ベルギー、スウェーデン、＋米
国）では、developerがNRAを実施し、許可（権限）者が評価・判断。
オランダでは、NRAを国が実施
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２．妥当な考慮を払う義務の履行
～洋上風力発電と航行の自由との調整～
（２）航行危険評価(navigational risk assessment=NRA)システム（つづき）
②NRAによる調査項目
By International Maritime Organization (IMO)

危険の同定、危険評価（どの程度の危険が、どのくらいの蓋然性で実現するか？）、危
険制御の方法・措置の同定、そのコストはどのくらいか

危険を制御する方法・措置のコストが高すぎれば、採算が取れないなど、洋上風力発電
の実施のために、意味をなさない

③考慮要因
船舶の速度、種類、サイズ等
洋上風力発電施設の形状・位置、施設と航路との「安全」距離、代替航路の存在等
風・潮流などの自然条件

③課題
ＮＲＡの国際標準化・透明性確保・データ不足の解消・海事者(seafarers)の懸念を解消
しきれていない等
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３．【国内法】日本法による【国際法】UNCLOS（妥当な考慮）義
務の履行

（１）「海洋構築物」「船舶」の定義の課題 適用すべき法の選択 

e. g. JOGMEC解説例

海洋構築物の法的地位 [かいようこうちくぶつのほうてきちい]｜
JOGMEC石油・天然ガス資源情報ウェブサイト

海洋構築物の分類と定義は、…国連海洋法条約においても定義
は与えられておらず、各国においても…一義的ではない。

特に掘削装置の場合、掘削船や半潜水式掘削バージは自航能
力の有無にかかわらず船舶として扱われるのが普通であるが、掘
削時海底上に脚で固定されるジャッキアップ・リグは船舶と見なす
説と見なさない説がある。

https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
https://oilgas-info.jogmec.go.jp/termlist/1000398/1000430.html
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３．【国内法】日本法による【国際法】UNCLOS（妥当な考慮）義務の履行
（１）「海洋構築物」「船舶」の定義の課題 適用すべき法の選択 

e. g. JOGMEC解説例（つづき）

わが国では、商法に船舶の定義が与えられてはいるが、石油開発用の海洋構
築物には当てはまりそうにない。また海洋汚染および海上災害の防止に関する
法律にいう「海洋施設」があるが、海域にある鉱業法で規定する鉱山に属する
工作物は含まない。これは鉱業法と鉱山保安法の法制下にある鉱山施設だか
らであろう。
…北海に現れた巨大なコンクリート製重力式構造物やテンション・レグ・プラット
フォーム、北極海に使用されるケーソン・リグなどは固定プラット・フォーム、土砂
浚渫｛しゅんせつ｝により築造された人工島、浮体（船舶）などの要素を混成した
特徴を持っており、海洋構築物の法律上の分類・定義はますます困難になると
予想される。

「決めて」なし
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３．【国内法】日本法による【国際法】UNCLOS（妥当な考慮）義務の履行（つづき）
（２）海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関する法律 （URL前掲）
「第一条 この法律は、①海洋構築物等の安全、及び②当該海洋構築物等の周辺の海
域における船舶の航行の安全を確保するため、海洋法に関する国際連合条約に定める
ところにより、海洋構築物等に係る安全水域の設定等について必要な措置を定めるもの
とする。」
①と②が安全水域のdual purpose。UNCLOS上のdue regardを払う義務の反映

「第二条 この法律において「海洋構築物等」とは、排他的経済水域及び大陸棚に関す
る法律における同法第三条第一項第一号から第三号までに規定する行為（以下「特定
行為」という。）に係る工作物（その新設又は除去に関する工事の途中のものを含む。）
及び大陸棚の掘削に従事する船舶（掘削をするために進行を停止しているものに限
る。）をいう。」

UNCLOSが沿岸国に権利を認めている諸活動（第１回と上述スライドで確認）
「船舶」だけど、この法律上、「海洋構築物」に該当する例あり

「第三条 国土交通大臣は、…海洋法に関する国際連合条約に定めるところにより、安
全水域を設定することができる。」
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３．【国内法】日本法による【国際法】UNCLOS（妥当な考慮）義務の履行
（２）海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関する法律 （つづき）
第3条（つづき）
…

４ 安全水域は、海洋構築物等の性質及び機能に応じ合理的に必要
とされるものでなければならない。
５ 安全水域の幅は、海洋構築物等の外縁のいずれの点から測定した
距離についても五百メートルを超えるものであってはならない。
６ 安全水域は、国際航行に不可欠と認められた航行帯の使用の妨げ
となるような海域に設定してはならない。

第五条 何人も、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣の許可を受け
なければ、安全水域に入域してはならない。 （海難など例外あり）

第六条 この法律の施行に当たっては、我が国が締結した条約その他の国際約束
の誠実な履行を妨げることがないよう留意しなければならない。
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３．【国内法】日本法による【国際法】UNCLOS（妥当な考慮）義務の履行
（２）海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関する法律 （つづき）

上記の国内法からみると…
①洋上風力発電施設は「海洋構築物」？「船舶」？
船舶・海洋構築物の定義は、一義的・一律ではない。各法律に即して分類が異なる
それぞれの法律において、【国際法】UNCLOS義務の履行か
けれども、【国際法】UNCLOSでも、「船舶」の定義はなく、「海洋構築物」（施設、人
工島、構造物、さらには、プラットフォーム）の定義も定まっていない

②洋上風力発電実施に際しての、航行の自由への妥当な考慮

「海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関する法律」（前２枚のスライド、と
くに、赤字を参照）をみると、日本は、安全水域の設定により、この義務を履行する
のか？
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４．c.f. 海商法からのアプローチ

Comitée Maritime International
２０２５年年次大会で現状を検討するパネルあり

MORU, First Questionnaire From CMI Mobile Offshore Renewables Unit (=M
ORU) IWG (= International Working Group) （2024年9月29日）
https://comitemaritime.org/work/moru/#
（以下、すべて同じリンクのため省略）
MORU, IWG Questionnaire Annex (Context And Background)（2024年9月29
日）

このQuestionsについて、各組織（CMI加盟組織、日本は海法会）が回答を寄せて
いる （２０カ国くらいが回答）

MORU, Japanese Response (日本海法会のメンバーより）

https://comitemaritime.org/work/moru/
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５．developer産業界・技術界からのinput（法内容の具体化・適用法決定）

（課題）テロ攻撃等からの「安全」・「安全保障」の観点からのInputもあるが

「海洋構築物等に係る安全水域の設定等に関する法律」

e. g. 安全水域は、海洋構築物等の性質及び機能に応じ合理的に必要とされる
もの（３条４項）

e. g. 安全水域の幅は「５００メートル」で足りるか？（UNCLOSの要件、法律３条
５項）

具体的な洋上風力発電のタイプ及び技術・構造・操業態様、さらには設置海域
の自然条件、船舶の航行実態、などに照らさなければ、決定できない

上述のNavigational Risk Assessment(NRA)は参考になる

妥当な考慮（due regard)の「妥当な」を具体的に決めることの一環をなす
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「義務の履行」だけでは、主権国家・海洋国家として、「半分」「道半ば」！

１．国際法の修正・変更及び新法の創造に働きかける

（１）主権国家とは

国際法＝主権国家の合意による創造

①国際法上の義務の履行（消極的）

②国際法の修正・変更及び新法の創造に働きかける（積極的）

（ご参考・拙稿）

Double Aspects of Being a Sovereign State: Positive and Passive Aspects | キヤノングローバル
戦略研究所

（２）EEZ洋上風力発電に係る国際法の特徴

洋上風力発電は「新しい問題」であり、１９８２年採択のUNCLOSは対応しきれていない

国際法がない、既存法が現状に適合していないなら、既存法の修正・変更、新法の創造が不可欠

それをリードするのが主権国家の目指すべきこと

そうでなければ、主権国家でもなければ、海洋国家・海洋大国でもない

https://cigs.canon/article/20240611_8158.html
https://cigs.canon/article/20240611_8158.html
https://cigs.canon/article/20240611_8158.html
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２．主権国家として義務の履行だけではなく権利の意識と実現

（１）沿岸国＝主権国家としての（意思）決定

e. g. 「妥当な考慮を払う」とは、外国の海洋利用を忖度するだけの義務ではない

妥当な考慮(due regard）を払う前提として、どのように、EEZ沿岸国として、権利を行使したいのか？

どの海域で、どのような施設により洋上風力発電を実施したいのか？どのような性質や幅（５００メー
トルで足りるか？）の安全水域を設定したいのか？

その決定を前提として、それと、外国の航行の自由との調整が、「妥当な考慮」

（２）【国際法】UNCLOSの現状

関連の定義（海洋構築物・船舶）が一義的・一律ではない

洋上風力発電という新しい事象には、UNCLOS（既存法）が対応しきれていない

・法内容の具体化・特定の要請

・法の変更・修正や新法の創造の要請

海域や洋上風力発電の実施態様及び安全水域を国の政策として決定し、EEZ沿岸国・主権国家と
しての権利を主張することにより、【国際法】の発展に寄与しうる

それは、同時に、EEZ沿岸国としての主権国家の国益を実現することでもある
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３．国とあらゆるStakeholdersとの共同作業
沿岸国＝主権国家の、洋上風力発電の実施という権利の行使と、安全水域の設定を含む、
航行の自由との調整（妥当な考慮）という義務の履行を支えるのは、実際の洋上風力発電施
設の技術及びタイプや構造・操業態様等のinput

それらに加えて、設置海域の自然条件・船舶の航行実態などを考慮して、国の権利行使の基
盤となる海洋空間計画の策定

産業界、技術界、Academiaを含む、多様なStakeholdersと、国（とくに対外事象への対応）との
共同作業
国際法は、国の専権事項（１９世紀？）ではない

４．残された課題
e. g. 海底ケーブル（送電ケーブル）
e. g. テロなどの暴力行為からの洋上風力発電施設の安全性の保護及び安全保障
e. g.近隣諸国との間でEEZ境界画定が存在しない状況で、対立を回避しつつUNCLOS上の
義務（７４条）の履行

ご清聴、誠にありがとう存じました！
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